Ⅳ、巨大地震の被害想定見直し
3月31日、内閣府の有識者会議が、駿河湾から四国沖に延びるプレリト（岩板）境界の海溝「南海トラフ」で最大級の地震が発生した場合、６都県23市区町村で満潮時の津波が20㍍を超える恐れがあるとの推計を、内閣府の有識者会議が公表した。18㍍の防波壁を建設中の浜岡原子力発電所のある静岡県御前崎市では、21㍍の津波を想定。震度7の地域は10県153市区町村に上るとしており、2003年に公表された前回の推計を大きく上回る水準となりました。国や自治体は今後の防災計画をハード、ソフト両面から見直しを迫られることになります。
　
また、東京都は４月１８日、首都直下で起きるとされる東京都北部地震（マグニチュード＝M=7.3）で都内30万棟の建物が全壊し、約9700人が死亡するとの新たな被害想定を発表しました。都内の最大予測震度を６強から7に上方修正した文部科学省研究チームの分析を基に推計した結果、死者数は前回（2006年）想定の２倍近くになった。帰宅困難者も約70万人増えて517万人に上るとした。
このような想定は、「科学的にあらゆる可能性を考慮した」上で、様々な仮定に基づく複数の試算から、最悪の結果をつなぎ合わせて、はじきだされた数字であり、「過度におびえる必要はない」（検討会委員の室崎益輝関西学院大学教授）とも指摘されていますが、「最大級」を意識する意味はむしろ、住民一人ひとりが防災意識を高められるかどうかが問われています。「堤防があるから」「今まで大丈夫だったから」といった意識を改める出発点にしなければなりません。
このような観点から以下、お伺いいたします。
（1）東海、東南海、南海地震などが同時発生する「南海トラフ」の巨大地震や、東京都北部地震などの被害想定が大幅に見直し修正されたが、今後の我がまちの「地域防災計画」への取組みについて
（2）南海トラフの巨大地震では、これまでの想定を大幅に上回る津波が太平洋岸に押し寄せる可能性が示された。東京都北部地震でも同様に最悪の津波を想定している。新たな津波対策について伺う。
（3）特に、今回の見直しでは最大予測震度が6強から7に上方修正された関係で、住宅密集地域での倒壊や火災での被害の拡大が予想される。我がまちの取組みについて伺う。
（4）東日本大震災でも浮き彫りになった都会特有の帰宅困難者対策も大きな見直しが迫られます。東京では515万人、愛知県でも97万５千人と想定されています。我がまちの帰宅困難者対策について伺う。
（5）約3000人の小中学生が津波から逃れて無事だった「釜石の奇跡」を引き合いに出すまでもなく、防災を体系的に学ぶ「安全教育」の必要性は日増しに強まっています。我がまちの自前の防災教育の構築について伺う。
（6）巨大地震や、津波の想定を作る利点もあるが、それは想定外を作ることにもなる。東日本大震災を教訓として、私たち一人一人が考え、行動する意識改革への取組みについて伺う。
【参考】
4/7公明「減災進め、安全な国づくり」
4/14公明「家族でにぎあう防災訓練」
4/18公明「防災対策の強化」
4/27公明「首都直下型地震・対策急げ」
4/28公明「南海トラフの巨大地震」
4/1朝日「津波想定こんなとは」
4/1読売「津波対策仕切り直し」
4/5朝日「緊急地震速報精度磨け」
4/5中日「震災後関心増えても何もせず」
4/8朝日「災害に備えた住み方へ」
4/12聖教「各家庭で具体的な防災対策を」
4/13読売「防災会議、女性の視点尊重へ」
4/19朝日「首都地震想定死者9700人」
4/19読売「木造密集地の被害倍増」
4/19朝日.「帰宅困難者517万人」
３月
3/12.13公明「どう備える首都直下地震」
3/2読売「首都直下地震」
3/22読売「防災体系的に学ぶ必要」
【考えられる展開】
（1）南海トラフ：伊豆半島西部の駿河湾から四国・九州沖まで伸びる海底の溝。陸のプレート（地球を覆う岩板）の下にフィリピン海プレートが沈み込む境界にあたり、東海～東南海、南海の各地域では、それぞれ100～150年周期でマグニチュード8級の地震が発生し、その同時発生も300～500年周期で起きている。さらに日向灘など広域の震源域が連動する巨大地震も発生する可能性が最近わかってきた。
東京湾北部地震：首都圏が乗る陸のプレートと、その下に沈み込むフィリピン海プレートの境界で発生すると想定される。文科省の研究チームが３月、震源域が従来の想定よりも10㌔浅い地下20～30㌔にあるとの研究成果を発表した。多摩直下地震、立川断層帯地震などとともに首都直下地震と総称される。
（2）愛知県蒲郡市：有識者会議の想定では蒲郡市への津波は最大4.5㍍。これまでの2.2㍍を上回った。市のハザードマップでは避難所59ヵ所のうち、建物と公園の計７ヵ所が4.5㍍以下となっている。「避難所の指定について早急に見直しを進めたい」（稲葉市長）。
（3）首都直下型地震、最悪の場合、都内だけで死者９７００人、建物被害３０万棟。地震そのものに加え、火災が怖い。死者の４割強、建物被害の６割強を占めると予測する。 
　東京の弱点は、木造の家屋がひしめく「木造住宅密集地（木密〈もくみつ〉）」が広がっていることだ。２３区西部や南西部、東部の下町を中心に１万６千ヘクタール。山手線の内側２個分もの土地に、１５０万世帯が暮らす。 
　木密を火に強い街につくりかえる。いつ地震が来てもいいように地域の防災力を高める。二つの対策を、同時に進めなければならない。 
　街のつくりかえは、道路の幅を広げて延焼を防ぐ帯をつくること、そして古い木造の家を燃えにくい素材で建てかえることが柱だ。 
　ところが、木密の街は高齢化が著しい。家が狭いから、若い人は街を出る。残されたお年寄りは費用や時間を考え、建てかえや引っ越しをためらう。都は木密対策として不燃化特区をつくることを決めた。建てかえを手厚く支援する一方、住民の土地や家を買い取って立ち退かせる「強制収用」の活用を区に求める。そうしないと対策は進まない、という。 
　震災の際は、消防車の数を上回る数の火事が起きる街が出てくる。それが大火につながる。 消防車は来ないと考え、小さな火は住民の手で消せる態勢を整えておくべきだ。人力で動かせて路地にも入れる「可搬式ポンプ」や、消火栓とホースをつなぐ「スタンドパイプ」を、町会ごとに備える。訓練を繰り返し、いつでも使えるようにする。そんな地道な備えを、地域で重ねよう。 
（4）東京都は「状況が落ち着くまではむやみに動かないでほしい」とし各企業に３日分の水や食料の備蓄を求める条例を３月に制定。避難所に集まる住民の備蓄は地元の自治体、会社員らの分は企業が蓄えるとした「役割分担」を進めている。
（5）防災を学ぶ「安全教育」には、独立した時間枠はなく、学ぶ内容も体育、理科、社会など各教科に分散している。例えば、小学校では５年体育「けがの防止」、６年理科「土地のつくりと変化」、５年社会「自然災害の防止」・・・。しかも、その内容を関連付け、体系的に防災力向上につなげる仕組みがない。そして、熱心な学校が防災学習に使う事が多かった総合学習の時間も「ゆとり教育見直し」で削減された。
　津波被害、建物倒壊・・重大被害の想定は地域によって異なる。また「安全教育」の時間をどう捻出し、だれがどう教えるのかなど検討課題は多い。「子どもは１０年で大人になり、さらに10年で親になる。地域防災力の向上には教育は重要」であることは明白。自治体は自前の防災教育の構築を急ぎたい。
（6）①愛知県の県民意識調査：三連動地震への関心　「非常にある」63.6％（前回＝2009年47.4％）。自宅で地震が起きたら死ぬかもしれない　31.6％（+3㌽）。家具を固定している49.6％（+5.6㌽）。三日分以上の食べ物を備蓄している32.4％（+3.4㌽）。避難所を知っている77.4％（-7.9㌽）、自主防災組織の存在を知っている36.3％（-2.8㌽）。震災への関心はあっても。対策はあまり進んでいない現状。
②党プロジェクトが取り組む「わたしの防災手帳」による自分の情報メモ、地震発生時の行動のポイントや避難時の行動のポイント、非常持ち出品ポイント、災害時の連絡方法などの取組みを紹介し、「家族防災会議」で家族で話し合った独自の「防災マニュアル」や「我が家の防災ＢＣＰ」への取り組みを大いにアピールしたいもの。
③太平洋の「南海トラフ」で最大級の地震発生時には高さ21.8㍍の津波が想定され、入り組んだリアス式海岸が続き、高齢化が高い三重県南部ではいち早く高台の避難場所に自力で上れる高齢者
を増やすのは最重要改題である。
南伊勢町、紀北町、大紀町、志摩市などでは介護予防の体操を防災施策にも位置づけ、津波が来たら自力で迅速に避難できるように脚力強化の体操を始めている。社会貢献として防災強化に取り組む中部電力と町、体操を考案した三重大が連携し始めた。
